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１ポイント）で、固定通信の事故件数の割合が62％（前年度比±０ポイント）であった。 

※ １件の事故で複数のサービスの停止又は品質の低下が発生している場合があるため、停止又は品質の低下が

発生したサービスの合計件数は、事故発生件数より多い11,813件となっている。 

 

① サービス別の事故発生件数の比較 

 
・ 音声サービス 

アナログ電話、IP電話、携帯電話、PHS、国際電話 等 
なお、音声サービスのみが停止又は品質が低下した事故は、211件であった。 

・ データ通信サービス 
インターネット接続サ-ビス、アクセスサービス（FTTH、DSL、CATV、携帯電話・PHS、公衆無線LAN等）、電子メールサービス、IP-VPNサ

ービス、広域イーサネットサービス 等 
なお、データ通信サービスのみが停止又は品質が低下した事故は、3,510件であった。 

・ その他 
ISDN、専用役務、MVNO、電報 等 

 

② 音声サービスの事故（3,408件）の内訳 

 
 ・ その他 

国際電話、FMCサービス 等 

 

③ データ通信サービスの事故（7,546件）の内訳 

 
・ その他 

電子メールサービス、IP-VPNサービス、広域イーサネットサービス 等 

 

(3) 事故発生要因別の内訳 

・事故の総件数に占める※機器の故障、ソフトウェアの不具合といった「設備要因」による事故

件数の割合は35％（前年度比＋１ポイント）、他の電気通信事業者の事故を要因とする等の「外

的要因」による事故件数の割合は59％（前年度比－１ポイント）、作業ミス等の「人為要因」

による事故件数の割合は２％（前年度比±０ポイント）であった。 

※ １件の事故で複数の発生要因がある場合であっても、主たる発生要因のみで集計している（6,205件）。 
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・ 伝送交換設備 

加入者収容装置（加入者収容局などに設置する装置で、ユーザへの通信回線を提供するとともに、通信回線を集約し上位の伝送装置へ

出力する機能をもつ装置）、ネットワーク機器、回線交換設備、サーバ、網終端装置、停電による複数設備の障害等 

・ サーバ設備  

認証・呼制御サーバ（加入者認証、サービス認証、呼制御等を行うサーバ等）、アプリケーションサーバ（メールサーバ、Webサーバ、

DNSサーバ等） 

・ 伝送路設備 

加入者系ケーブル、中継系ケーブル、海底ケーブル、中継伝送装置、WDM（波長分割多重）装置、メディアコンバータ、停電による複数設

備の障害等 

 

 

【参考】 

○ 「電気通信事故に係る電気通信事業法関係法令の適用に関するガイドライン」の改正（平成27年8月26日） 

http://www.soumu.go.jp/menu news/s-news/01kban05 02000106.html 

○ 電気通信に関する事故報告制度 

http://www.soumu.go.jp/menu seisaku/ictseisaku/net anzen/jiko/index.html 

○ 電気通信事故検証会議 

http://www.soumu.go.jp/main sosiki/kenkyu/tsuushin jiko kenshou/index.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

連絡先： 
総合通信基盤局電気通信事業部電気通信技術システム課安全・信頼性対策室 

担当：岡課長補佐、山下係長 
電話：（代表） 03-5253-5111 （内線）5858 

（直通） 03-5253-5858 
FAX ：03-5253-5863 
メール：system_iken_atmark_soumu.go.jp 
※「_atmark_」を「@」に置きかえて送信してください。 
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【復旧情報】 

・平成30年２月19日23時28分におとくラインへ掲載 

 

 

・平成30年２月19日21時32分にソフトバンク携帯電話サイトへ掲載 

 




